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原村子ども・子育て支援センター（愛称：はらっぱ） 

指定管理者公募 現地説明会 次第・説明資料 

項 目 内 容 

日 時 令和８年８月 25 日（火）午前 10 時から 

場 所 原村子ども・子育て支援センター（はらっぱ） 

主 催 原村教育委員会事務局 子ども課  

 本資料は、現地説明会において説明する事項を整理したものです。本説明会で説明した事項及

び質疑応答のうち募集内容に関する補足事項は、後日、村公式ホームページに掲載し、募集要項

及び仕様書の一部を構成するものとして取り扱います。 

第１ 本日の進め方 

（１） センターの概要及び指定管理業務の範囲の説明 

（２） 職員配置の要件の説明 

（３） 指定管理料及び重要留意事項の説明 

（４） 今後のスケジュール及び貸与備品の概要の説明 

（５） 施設見学 

（６） 質疑応答 
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第２ センターの概要 

項 目 内 容 

施設名称 原村子ども・子育て支援センター（愛称：はらっぱ） 

所在地 長野県諏訪郡原村 12090 番地１ 

構造・規模 木造平屋 延床面積 498.65 ㎡（令和５年３月竣工） 

開所日 
月曜日から土曜日まで 

（祝日及び 12 月 29 日から翌年１月３日までを除く。） 

開所時間 
午前９時 30 分から午後６時 15 分まで 

（子育てサロンは午前 10 時から午後４時まで） 

指定の期間 令和９年４月１日から令和 12 年３月 31 日までの３年間 

※ 施設の利用実績、運営経費の実績等の詳細は、応募者向け参考資料を参照してください。 

第３ 指定管理業務の範囲（要点） 

 詳細は指定管理業務仕様書によります。本日は、特に確認いただきたい点を説明します。 

１ 指定管理業務に含める業務 

区 分 要 点 

地域子育て支援拠点事業 

基本４事業（交流の場の提供、相談・援助、情報提供、講習等）をすべ

て実施。講習等は月１回以上。加算（ア）子育て支援活動の展開及び加

算（イ）地域支援を実施（加算（ウ）は対象外）。 

親子関係形成支援事業 
センターにおいて年８回以上実施。経費は指定管理料に含み、交付金の

事業区分に応じて区分経理。 

子どもの居場所機能 
18歳到達年度末までの子どもの居場所を確保。学童クラブ・一時預かり

ではなく、出欠管理・帰宅管理・継続的監護は行わない。 

相談・情報提供 一般的な子育て相談、情報提供、子育てサークル等の育成・支援。 

施設の維持管理 
保守点検、清掃、消耗品管理、開閉館、小修繕（１件 20 万円未満）

等。 

使用許可等 相談室、会議室、テレワークルームの使用許可及び利用料金の収受。 

２ 指定管理業務に含めない業務（村直営） 

 相談員による専門相談、教育支援センター（中間教室）の事業運営、ことばの相談、要保護児

童対策地域協議会における支援方針の決定等は、村が直営で実施します。 

 教育支援センターは同一施設内で村が引き続き実施する直営事業です。ただし、施設全体の建

物・設備・共用部分の維持管理は指定管理者が行うものとし、教育支援センターとして使用する

室の建物及び設備部分の維持管理も、施設全体の管理の一部として指定管理者が行います。 
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３ 再委託の制限 

 中核業務（基本４事業、使用の許可、利用料金の収受及び管理並びに個人情報を取り扱う相談

記録の作成及び保管）は再委託できません。清掃、警備、設備保守等の補助的業務を委託した場

合は村へ報告してください。個人情報を取り扱わせる委託は、あらかじめ村の書面による承認が

必要です。 

第４ 職員配置の要件 

 本業務における職員配置の要件は、次のとおりです（仕様書４（４）①）。応募にあたっては、

職員配置計画において、有資格者等の確保人数、資格の種類、確保方法及び配置時間帯を明記し

てください。 

区 分 要 件 

施設長 

１名を配置。不在時にその職務を代行できる者を配置すること。職員

の指揮監督、利用者対応、緊急時対応及び村との連絡調整に責任を負

う。 

専任職員 

子育て親子の支援に意欲があり、子育ての知識と経験を有する専任の

者を、地域子育て支援拠点事業の開所時間中、常時２名以上配置（施

設長兼務可）。子育てサロンの提供時間に限らず、開所時間全体にお

いて満たすこと。 

有資格者等 
１名以上を確保すること。指定期間の開始日（令和９年４月１日）ま

でに確保すれば足り、応募時点で現に雇用していることを要しない。 

常勤職員 

地域子育て支援拠点事業について１名以上配置。運営管理、相談対

応、関係機関連携、地域支援、実績報告等の中核的業務を担う者とす

る。 

防火管理者 １名を配置（施設長等との兼務可）。 

代替職員 

休憩、年次有給休暇、研修、急病等により開所時間中に専任職員が１

名体制となることがないよう、指定管理者の責任において代替職員又

は応援職員を配置すること。 

 有資格者等の範囲 

 保育士、幼稚園教諭、教員（小学校・中学校・高等学校又は特別支援学校の普通免許状を有す

る者）、保健師、助産師、看護師、社会福祉士、精神保健福祉士、公認心理師、こども家庭ソー

シャルワーカー、社会福祉主事、子育て支援員研修（地域子育て支援コース）修了者 

 努力義務・望ましい要件 

・ 子育てサロンの提供時間においては、常時２名以上の職員のうち１名以上を有資格者等とす

るよう努めること。 

・ 配置する職員のうち少なくとも１名は、学校教育、保育、児童福祉又は児童発達支援のいず
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れかの分野に係る実務経験を有することが望ましい。 

 参考：現行の子育てサロン運営体制 

項 目 内 容 

雇用人数 ６名（うち代替職員２名を含む） 

常時配置人数 常時２名 

勤務時間帯 9:45〜16:15（子育てサロン開設時間 10:00〜16:00 に対応） 

勤務形態 
会計年度任用職員（複数名のシフト制、週あたり延べ８〜10 日相

当） 

資格 保育士及び保育補助者 

※ 現行体制は参考情報です。人員配置、勤務形態等を拘束するものではありません。 

 記録の作成及び提出 

 勤務ローテーション、代替職員名簿、勤務実績、休憩取得状況及び代替配置の実績を記録し、

村が求めたときは速やかに提出してください。また、年１回以上、職員を対象とした研修会等を

実施してください（研修費用は指定管理料（人件費）に含みます）。 

 現職員の採用検討 

 円滑な引継ぎを図るため、現在センターで勤務する職員の希望を踏まえ、説明機会及び面談機

会を設けるよう努めてください。ただし、採否及び労働条件は指定管理者の責任において決定す

るものであり、村は雇用継続を保証しません。 

第５ 指定管理料及び経費の考え方 

項 目 内 容 

上限額 
３年間総額 48,702 千円以内（年額 16,234 千円以内、消費税及び地方

消費税を含む。）（予定） 

支払方法 

四半期払い。各四半期終了後の翌月（７月、10 月、１月及び４月）

の末日までに支払う。各期は年額の４分の１を基本とし、端数は第４

四半期で調整。前金払（概算払）は行わない。 

改定 
消費者物価指数（全国・総合）の年平均が前年比で５パーセント以上

変動した場合、協議により改定可。当該場合を除き改定は行わない。 

精算 

利用料金収入が僅少で収益を目的とする施設ではないため、精算は行

わない。ただし、年度計画書の記載事項を実施しなかった場合等は、

協議のうえ減額することがある。 

交付金 

子ども・子育て支援交付金その他補助金は村が受け入れ、指定管理料

の財源の一部として活用する。指定管理者に直接交付するものではな

い。 
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項 目 内 容 

光熱水費等 

電気、上下水道、燃料、通信、廃棄物処理等の費用は指定管理者の負

担とし、指定管理料に含む。指定期間開始日までに供給契約の締結又

は名義変更を行うこと。 

第６ 重要留意事項 指定管理料上限額に係る議会の議決について 

 本募集における指定管理料の上限額（３年間総額 48,702 千円以内、年額 16,234 千円以内、消

費税及び地方消費税を含む。）は、令和８年度時点における積算に基づく予定額です。 

 これに係る債務負担行為については、令和８年９月の定例村議会において議決を経て確定しま

す。このため、議会の審議の結果により、上限額が変更となる場合があります。 

  上限額に変更が生じたとき、又は募集内容の変更若しくは本募集の中止を行ったときは、速

やかに村公式ホームページに掲載してお知らせします。 

 なお、これらの場合において、応募者が応募及び管理運営の準備のために支出した費用につい

て、村は補償しません。 

※ あわせて、指定管理者の指定については、令和８年 12 月の定例村議会において議決を経る必要がありま

す。議会の議決が得られなかった場合も同様に、応募者が支出した費用について村は補償しません。 

※ 令和８年度中の再募集は行わない予定です。次期の公募の実施の有無及びその時期については、改めて

村が判断し、公表します。 

 応募がなかった場合の取扱い 

 応募がなかった場合、又は選定基準を満たす応募者がなかった場合は、公募による指定管理者

の指定は行わず、令和９年４月以降も村の直営により管理運営を継続する予定です。この場合に

おいても、令和８年度中の再募集は行わない予定です。 

第７ 今後のスケジュール 

内 容 日 程（予定） 

質問受付締切 令和８年８月 21 日（金）午後５時 

現地説明会（本日） 令和８年８月 25 日（火）午前 10 時から 

質問に対する回答の公表 
令和８年８月 28 日（金） 村公式ホームページ

に掲載 

応募書類提出期間 
令和８年９月１日（火）から９月 30 日（水）午

後６時 15 分まで 

プレゼンテーション（ヒアリング） 令和８年 10 月 19 日（月）予定 

指定管理者候補者の決定・通知 令和８年 10 月 30 日（金） 

村議会議決（12 月議会） 令和８年 12 月（予定） 
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内 容 日 程（予定） 

基本協定の締結・引継ぎ準備 令和８年 12 月から令和９年３月まで 

年度協定の締結 令和９年３月（令和９年度予算成立後） 

指定管理者による管理運営開始 令和９年４月１日 

第８ 貸与備品・物品の概要 

 村が指定管理者に貸与する備品及び物品は、別途村が作成する「貸与備品・物品一覧」により

ます。本日は、主な貸与備品の概要を現地においてご確認いただきます。 

 なお、貸与備品・物品一覧の内容は、指定開始日（令和９年４月１日）までに変更となる場合

があります。確定版は基本協定書の締結時に提供します。 

 貸与備品のうち、１件あたり 20 万円未満の修繕は指定管理者の負担、20 万円以上の修繕又は更

新は村が行います。 

※ 現行の複合機（コピー機）のリース契約は、村において指定期間開始前に終了させる予定です。複合機

を使用する場合は、指定管理者が自らの名義で契約してください。 

※ 指定管理者は村のネットワークを使用できないため、電話及びインターネット回線を独自に契約する必

要があります。 

第９ 施設見学 

 説明終了後、施設内をご案内します。次の点にご留意ください。 

・ 利用者が在館している場合があります。利用者及び児童の写真撮影は行わないでください。 

・ 教育支援センター（中間教室）として使用する室については、利用児童の配慮のため、外観

の確認のみとさせていただく場合があります。 

第 10 質疑応答の取扱い 

 本日の質疑応答のうち、募集内容に関する補足事項は、後日、村公式ホームページに掲載し、

募集要項及び仕様書の一部を構成するものとして取り扱います。 

 なお、募集内容に関する質問は、公平性を確保するため、電子メールによる書面のみで受け付

けます。電話又は口頭による個別回答は行いません。回答は村公式ホームページへの掲載により

行います。 

 また、応募者は、審査会の委員に対し、本件応募に関する説明、資料の提供、働きかけ、面会

その他一切の接触を行ってはなりません。第三者を介して行う場合も同様です。違反する接触の

事実が確認されたときは、当該応募者を失格とします。 


